
答申第６０号

答 申

第１ 審査会の結論

実施機関の決定は、妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 行政文書の開示請求

異議申立人は、平成１５年４月１１日、奈良県情報公開条例（以下「条例」とい

う。）第６条第１項の規定に基づき、奈良県知事（以下「実施機関」という。）に対

し、「・Ｈ１４．１２．４付知事（都市計画課）が文化庁長官あて提出した門前広場

に関する現状変更等許可申請書（以下「本件申請書」という。）及び許可書。・文化

財保存課との協議に関する文書（以下「本件協議書」という。）。」について開示請

求（以下「本件開示請求」という。）を行った。

２ 実施機関の決定

平成１５年４月２４日、実施機関は、本件開示請求のうち、本件申請書及び許可書

については全部開示、本件協議書については、当該行政文書を作成していないため存

在しないという理由を付した行政文書一部開示決定（以下「本件決定」という。）を

行った。

３ 異議申立て

異議申立人は、平成１５年５月１日、本件決定を不服として、行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対し、本件決定の取消

しを求める異議申立てを行った。

４ 諮 問

平成１５年５月１４日、実施機関は、条例第１９条の規定に基づき、奈良県情報公

開審査会（以下「当審査会」という。）に対して、当該異議申立てに係る諮問（以下

「本件事案」という。）を行った。

第３ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は、本件申請書に添付すべき文書の全てについて開示決定されて
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いないとして残余の文書の開示決定、及び本件協議書が存在しないとして不開示決定

した部分の取消しを求めるというものである。

２ 異議申立ての理由

異議申立人が、異議申立書等において主張している異議申立ての理由は、概ね次の

とおりである。

平成１５年１月９日付けで「平成１３年３月３０日付国交省近畿地方整備局より許

可のあった大和都市計画道路事業３．１．２７０法隆寺門前線（以下「本件事業」と

いう。）に関して、文化財保存課、文化庁との間で協議、覚書、同意書など公文書」

の行政文書開示請求を行った。請求時に、請求対象文書は、平成１４年１２月４日付

けで実施機関が文化庁長官あて提出した本件申請書に関してであることを確認してい

た。

平成１５年１月３１日に、当該文書は全部開示として開示されたが、その際文化財

保護法（以下「法」という。）第８０条第１項の規定による添付書類の欠落がわかっ

た。

同年３月６日付け文化庁長官の許可通知があったことを知ったので、改めて本件に

係る開示請求を行った。

私の手元に「都計号外平成１３年１月 日土木部都市計画課長発奈良県教育委員会

文化財保存課長あて 平成１３年度における開発事業計画と史跡名勝天然記念物及び

埋蔵文化財の保全に係る事前協議資料について（回答）」及び「教文第３０２号－７

平成１３年１月２９日付け文化財保存課長発都市計画課長あて 平成１３年度におけ

る開発事業計画と史跡・名勝・天然記念物・埋蔵文化財の保全にかかる事前協議の結

果について（通知）」とする、文化財保存課から開示された文書がある。

これらの文書は、私が平成１５年１月９日付けで請求した本件事業に関して都市計

画課が文化財保存課との間で行った協議の文書であることは明白である。

本件理由説明書において、実施機関は「協議文書は作成していない。」「不開示文

書は存在しないことを説明した・・・」と述べたが、その説明は「虚偽（うそ）」で

ある。

実施機関の平成１４年１２月４日付け文化庁長官あて本件申請書の１５項目の記入

について、その５項目「権限に基づく占有者の住所又は名称及び住所」の欄に、「奈

良県 奈良市登大路町」と記入してあるのは「虚偽」であると判断する。その４項「

所有者の氏名又は名称及び住所」の欄に「法隆寺」と記入してあり、実施機関が予定

している発掘調査の区域は、法隆寺門前線街路築造工事の区域０．３ヘクタールにつ

いてである。その大部分を宗教法人法隆寺が境内地として登記しているのは事実であ

る。即ち、権限に基づく占有者は「奈良県」ではあり得ない。土地の所有者が占有者

であることは自明の事柄である。

実施機関は、平成１１年１２月２４日付け法隆寺代表役員との間で締結した「地上

権設定契約締結に関する覚書」をもって「法隆寺とは紛争もなく・・・再度地権者と

の承諾書は不要」と説明した。寺との信頼関係を理由とした実施機関の主張は納得で
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きない。

実施機関の理由説明書で「該当しない」と述べているが、事実に反する。

南大門前の現状変更の区域内には斑鳩町長が管理者である町道１３２・２１３号線

の一部がある。また、これらには同町上水道の本管が埋設されてあり、上水道管理者

は同町長であり、「該当なし」との記入は虚偽である。

宗教法人法隆寺代表役員は、平成１５年５月８日付けで県郡山土木事務所長にあて

て「工事着工承諾書」を提出した。寺は、「工事着手前の発掘調査に同意した」ので

はなく、実施機関が国交省近畿地方整備局より許可を得た本件事業の南大門前の０．

３ヘクタールの工事着工に同意承諾したのである。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関が、理由説明書等において説明している本件決定の理由は、概ね次のとお

りである。

１ 本件の経緯

（１）異議申立人は平成１５年４月１１日、実施機関に対し、本件開示請求を行った。

（２）実施機関は平成１５年４月２４日に本件申請書等を全部開示、本件協議書は作成

していないため不開示とする一部開示決定を通知した。

（３）平成１５年５月１日の開示実施日において、本件申請書等は不開示情報がないこ

とから全部開示し、不開示文書は存在しないことを説明した。

また、本件申請書等は文化財保存課と協議を行い作成したこと、及びこの作成の

ための文化財保存課との事前協議は担当レベルの打ち合わせであり、文書化してい

ないことを説明した。

（４）異議申立人は、「本件申請書下段に記載されている添付書類が全て揃っていない

のは、申請書として不十分である。よって県は全ての文書を開示していない。作成

に係る文化財保存課との協議を文書化していないというが、メモ程度はあるはずで

県は隠している。」として、平成１５年５月１日付けで本件異議申立を提起した。

２ 現状変更等許可申請書について

（１）法第８０条（現状変更等の制限及び原状回復の命令）第１項前段には、「史跡名

勝天然記念物に関しその原状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしよう

とするときは、文化庁長官の許可を受けなければならない。」と規定されている。

（２）本件事業の整備に関する史跡指定地の現状変更許可は、昭和４５年９月１６日付

けで文化庁長官の許可を受け事業を進めてきている。

この度、門前部分の整備において植え込みの配置等を変更する必要がでてきたこ

とから文化財保存課と協議を行った結果、許可済の区域は変えず、計画の内容の一

部を変更することが軽微な変更にあたれば、市部での行為については市町村教育委

員会が、町村部については県教育委員会に許可権限が委任されているが、今回の変
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更内容がその委任事項にあたる軽微な変更かどうか判断できず、また許可を要する

行為であるかどうかも県教育委員会では判断できないとのことから、本則どおりに

文化庁長官に申請することにしたものである。

その経過としては、平成１４年１２月４日に許可申請を行い、平成１５年３月６

日付けで許可を受けている。

３ 現状変更等許可申請書の添付書類について

本件申請書には、添付書類①～⑧の書類が必要とされているところが、昭和４５年

９月１６日付けで文化庁の許可を既に受けており、本行為は同許可の区域の変更をし

ないこと、平成１１年１２月２４日付けで、法隆寺と地上権を無償で設定し本件事業

を施行する旨の地上権設定の覚書を交わしていることなどから、文化財保存課と協議

を行った結果、下記のとおり添付不要とした。

このことによって、本件申請書には添付書類②及び④から⑧は添付されておらず、

文書が不存在のため公開できなかった。

記

番号 添付事項 理 由

② 現状変更等に係る地域及びこれに関連 昭和４５年に現状変更許可を受けてい

する地域の地番及びこれに関連する地 る区域を変更していなことから、再度

域の地番及び地ぼうを表示した実測図 行為地の確認をする必要はないとして

省略。

④ 現状変更等を必要とする理由を証する 昭和４５年に事業認可及び現状変更許

に足りる資料があるときは、その資料 可を受け、継続して街路事業を進めて

きていることから、街路事業を証する

資料は必要ないとして省略。

⑤ 許可申請者が所有者以外のものである 法隆寺とは平成１１年に地上権設定の

ときは、所有者の承諾書 覚書を締結しており、所有者である法

隆寺が承諾。また法隆寺とは紛争もな

く事業が進められていること等から、

再度地権者の承諾を書面にする必要は

ないとして省略。

⑥ 許可申請者が権原に基づく占有者以外 該当しない。

のものであるときは、その占有者の承

諾書

⑦ 管理団体がある場合において、許可申 該当しない。

請者が管理団体以外の者であるとき

は、管理団体の意見書

⑧ 管理責任者がある場合において、許可 該当しない。

申請者が管理責任者以外の者であると

きは、管理責任者の意見書
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４ 文化財保存課との協議文書を作成していないことについて

本件許可申請に伴う事前の庁内協議は、申請後の審査事務を円滑に行うため、事前

に関係部署（文化財保存課）と申請の趣旨及び必要な書類等について、担当レベルで

行うのが通常である。

担当者は、協議の内容を踏まえて本件申請書を作成し、最終的に起案し、決裁を受

け施行する。本件では協議内容は全て本件申請書に反映されている。

文化財保存課との事前の担当レベルでの協議は、行政の意思決定を行うまでの過程

における調整作業にすぎず、特に文書で残す必要がある場合を除き、通常は作業の迅

速化を図るためやりとりは口頭で行なわれており、本件でも協議の内容を全て本件申

請書に反映させており、特に文書で残す必要がなかったことから文書は作成していな

いのである。

第５ 審査会の判断理由

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

１ 基本的な考え方

条例は、その第１条にあるように、県政に対する県民の理解と信頼を深め、県

民の県政への参加を促進し、もって県民の知る権利への理解を深めつつ、県の有

するその諸活動を県民に説明する責務が全うされるようにするとともに、公正で

開かれた県民本位の県政を一層推進することを目的として制定されたものであり、

その解釈・運用に当たっては、県民の行政文書開示請求権を十分尊重する見地か

ら行わなければならない。

よって、当審査会は、県民の行政文書開示請求権を十分尊重するという条例の

趣旨に従い、実施機関の意見聴取のみにとどまらず、関係資料の提出を求め、行

政文書の有無について確認し、判断することとした。

２ 行政文書の存在について

（１） 現状変更許可申請書の添付書類について

本件申請書は、平成１４年１２月４日に実施機関から、文化財保存課を経由して

文化庁長官あて申請され、平成１５年３月６日付けで許可を得ていることが認めら

れる。

そこで、当審査会としては本件申請書添付文書の存否について実施機関からその

原本の提出を求め確認したところ、実施機関の説明するように許可申請に際して添

付不要と指導されたことから作成されておらず、開示された文書以外には本件申請

書に添付されている文書が保有されていないことを確認した。

異議申立人は、法第８０条第１項に基づく本件申請書の記載内容及び添付書類に

ついて縷々主張するが、これらの主張及び見解は法第８０条第１項の解釈運用に関
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わる事項であり、本件申請書に基づいて文化庁長官が許可していることからも、本

件申請書添付書類が十分であったことが認められるので、その余の主張見解につい

て審査するまでもなく実施機関が保有する文書は開示決定したもの以外には存在し

ないと判断する。

（２） 文化財保存課との協議文書について

本件開示請求に係る本件協議書は、実施機関の説明及び開示請求書によれば、本

件申請書を提出するに際しての協議であることが明らかである。

このことは、異議申立人が意見書で「平成１５年１月３１日に、当該文書（本件

申請書）は全部開示として開示されたが、その際法第８０条第１項の規定による添

付書類の欠落がわかった。同年３月６日付け文化庁長官の許可通知があったことを

知ったので、改めて本件に係る開示請求を行った。」としていることからも明白で

ある。

そうすれば、「事前の庁内協議は、申請後の審査事務を円滑に行うため、事前に

関係部署（文化財保存課）と申請の趣旨及び必要な書類等について、担当レベルで

行うのが通常である。担当者は、協議の内容を踏まえて本件申請書を作成し、最終

的に起案し、決裁を受け施行する。本件では協議の内容は全て本件申請書に反映さ

れている。・・・特に文書で残す必要がなかったことから文書は作成していないの

である。」とする、協議文書を作成していないことに関する実施機関の説明に特段

不自然な部分はない。

仮に、法の趣旨に反して必要な申請行為を省略している場合であれば、なぜ省略

したかを示す協議文書の存在を探査する必要を認めるが、本件では申請がなされて

おり、その必要はないと判断する。

また、異議申立人は意見書において、別途開示された文書をもって、それが本件

開示請求に係る協議文書である旨主張するが、当審査会の調査及び実施機関の説明

によれば、当該文書は、文化財保存課から開示されたものではなく実施機関から開

示されたものであること、及び本件事業に係る協議文書ではあるが本件申請書に係

る協議文書ではないことが認められるので、異議申立人の主張は失当である。

（３） まとめ

従って、本件開示請求の対象となる行政文書は、実施機関が開示決定した文書以

外には存在しないと判断する。

３ 結 論

以上の事実及び理由により、当審査会は「第１ 審査会の結論」のとおり判断す

る。

第６ 審査会の審査経過

当審査会の審査経過は別紙のとおりである。
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（別 紙）

審 査 会 の 審 査 経 過

年 月 日 審 査 経 過

平成１５年 ５月１４日 ・ 実施機関から諮問を受けた。

平成１５年 ６月１３日 ・ 実施機関から理由説明書の提出を受けた。

平成１５年 ７月２２日 ・ 異議申立人から意見書の提出を受けた。

平成１５年 ７月３０日 ・ 実施機関から不開示理由等を聴取した。

（第７６回審査会） ・ 異議申立人から意見等を聴取した。

・ 事案の審議を行った。

平成１５年 ９月 ３日 ・ 事案の審議を行った。

（第７７回審査会）

平成１５年１０月 １日 ・ 答申案のとりまとめを行った。

（第７８回審査会）

平成１５年１１月 ４日 ・ 実施機関に対して答申を行った。
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